
１　事業の概要・取組

２　事業の目標指標（活動指標）

３　参考情報

４ 予算情報 （単位：千円）
R５予算

6,500

総合計画の体系 第３章　第１節　子ども・子育て支援の充実 実施計画番号 ―

担 当 課 名 こども家庭支援課 開 始 年 度 令和3年度

様式１（ソフト事業） こども未来部

事 業 名 子育て世帯生活支援特別給付金給付事業

予 算 区 分 一般会計　民生費　児童福祉費　児童措置費

概　　要
食費等の物価高騰に直面し、影響を特に受ける低所得の子育て世帯に対
し、その実情を踏まえた生活の支援を行う。（補助率10/10）

令和５年度の
主な取組

児童1人当たり一律５万円を支給する。

支給人数 人 5,758 6,500

最終（R5年度）指標説明 単位 R4(実績) R5 R6

年  度 R４予算 R6予定

事 業 費 340,000 337,000 337,000

補正前 補正額 計

主
要
な
経
費

補助金 325,000 325,000 325,000

事務費 15,000 12,000 12,000

国庫・県支出金 340,000 337,000 337,000

市債

■令和5年度4月補正政策予算説明資料

財

源

一般財源

その他特定財源

１.給付対象者　3,900世帯（支給対象児童：6,500人）

【ひとり親世帯】

①令和5年3月分の児童扶養手当受給者
②公的年金受給のため児童扶養手当の支給を受けていない者

③食費等の物価高騰の影響を受けて家計が急変し、収入が児童扶養手当の対象となる水準に下がった者

【その他世帯】

①令和4年度子育て世帯生活支援特別給付金を受給した者

２．給付方法　プッシュ型：3,400世帯　要申請：500世帯

３．給付時期　令和5年5月～

②対象児童（18歳年度末までの子（障害児については20歳未満））の養育者で、食費等の物価高騰の影響を受けて家計
が急変し、住民税均等割が非課税である者と同様の事情があると認められる者


